
❖
予
算
概
要

▪
歳
出　

幹
線
道
路
整
備
や
福
江
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
増
加

に
よ
り
土
木
費
は
前
年
度
比
約
８
・
５
億
円
増
の
約
40
億
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
小
中
学

校
や
生
涯
学
習
施

設
の
改
修
な
ど
に

よ
り
教
育
費
は
前

年
度
比
約
７
億
円

増
の
約
36
億
円
と

な
り
ま
し
た
。
普

通
建
設
事
業
費
は

前
年
度
比
約
９
億

円
増
の
約
60
億
円

と
な
り
ま
し
た
。

▪
歳
入　

市
税
総
額
は
、
企
業
収
益
が
改
善
し
、
法
人
市

民
税
が
33
億
円

の
増
収
と
な
る

こ
と
に
よ
り
、
約

１
６
７
億
円
と
な

り
ま
し
た
。
基
金

か
ら
の
繰
入
金
お

よ
び
市
債
発
行

額
（
借
入
金
）
を

減
ら
し
、
将
来

に
向
け
基
金
残

高
の
確
保
と
市

債
残
高
の
縮
減

を
行
い
ま
し
た
。

▪会計別予算 ▪市税の内訳

❖平成 27 年度予算概要と主な取り組み

※グラフおよび表中の予算額は１万円未満が切り捨ててあるた
め、合計額とは一致しない場合があります。

　新年度は、先を見据えた取り組みと市政運営の継続性を重視し、みん
なが幸福を実現できるための施策に重点を置き、予算編成を行いました。
　一般会計の予算額は道路改良などのインフラ整備や産業の活性化を図
るため、前年度比 18 億円増の 304 億円となりました。特別会計を含めた
予算総額は約 503 億円で、前年度よりも約 36 億円の増加となりました。
▶財政課☎ 27 局 8601

「新しい世代が飛躍するために、

　　 揺るぎない基盤を築く。」予算

市税

地方交付税

県支出金

国庫支出金

繰越金

167億2050万円

30億8900万円

15億円5885万円

25億7882万円

6億円

55.0%

10.2%

5.1%

8.5%

繰入金
13億1386万円
4.3%

2.0%

諸収入
7億7292万円
2.5%

使用料および手数料
7億1051万円
2.3%

地方消費税交付金
11億3700万円
3.7%

市債
10億円
3.3%

3.1%その他 
9億1851万円

304億円
100％

歳入
合計

教育費

民生費

総務費 土木費

商工費

公債費

その他

消防費

83億4388万円

32億5836万円

40億3530万円

36億3709万円

31億55万円

2億8140万円9億183万円

18億6163万円

27.4%

10.7%

13.3%

12.0%

10.2%

0.9%3.0%

6.1%

農林水産業費
25億5249万円
8.4%

衛生費
24億2743万円
8.0%

304億円
100％

歳出
合計

会計名 予算額 対前年度伸率

◦一般会計 304 億円 　6.3％

◦特別会計 178 億 8633 万円 　12.0％

内　

訳

国民健康保険 90 億 9743 万円 16.6％

公共下水道事業 20 億 8705 万円 26.1％

農業集落排水事業 11 億 3982 万円 9.4％

田原福祉専門学校 1 億 2681 万円 9.5％

介護保険 47 億 1694 万円 1.3％

後期高齢者医療 7 億 1826 万円 1.2％

◦水道事業会計 19 億 7366 万円 △　3.2％

合計 502億 6000万円 7.8％

税目名 予算額 対前年度伸率
◦市民税 81 億 5040 万円 73.0％

内 

訳
個人市民税 36 億 4630 万円 2.5％
法人市民税 45 億　410 万円 289.9％

◦固定資産税 74 億 8600 万円 △　1.0％

内　

訳

土地 19 億 6000 万円 △　1.5％
家屋 22 億 5000 万円 △　6.3％
償却資産 31 億 1700 万円 △　0.5％
滞納繰越分 3000 万円 0.0％
交付金 1 億 2900 万円 1620.0％

◦軽自動車税 1 億 5900 万円 1.3％
◦市たばこ税 4 億 3700 万円 △　5.0％
◦鉱産税 10 万円 0.0％
◦特別土地保有税 0 万円 0.0％
◦都市計画税 4 億 8800 万円 △　7.0％

合計 167億 2050万円 24.7％
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